
平成 25 年兵庫県立大学工学部規程第１号 

兵庫県立大学工学部規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、兵庫県立大学学則（平成 25 年法人規程第 75 号。

以下「学則」という。）に基づき、兵庫県立大学工学部（以下「本学部」

という。）の教育課程及び履修方法等に関して必要な事項について定め

るものとする。 

 

 （専決事項の規定） 

第２条 兵庫県公立大学法人決裁規程（平成 25 年法人規程第６号）第

４条に規定する専決事項として工学部長（以下「学部長」という。）

が専決するものについて、この規程においては、学部長が許可又は決

定を行うものとして規定する。 

 

 （教育研究上の目的） 

第３条 本学部は、人類の利益と安全に貢献できる有能な人材の育成

を図るとともに、先導的、創造的研究に基づく工学における知の発信

基地として、我が国と兵庫県の技術と文化の発展に寄与する。そこで

本学部では、高い倫理観の涵養と異文化理解の深化、グローバル・コ

ミュニケーション能力の向上を目指した教育を行うとともに、工学専

門基礎教育と高度な研究指導により、国際的に通用する資質と能力を

兼ね備えた専門技術者・研究者を育成することを目標とし、次のとお

り電気電子情報工学科、機械・材料工学科、応用化学工学科毎に特色

ある教育を推進することを目的とする。 

 (1) 電気電子情報工学科においては、高度情報化社会の中枢をなす

エネルギー、エレクトロニクス、コンピュータ等の電気・電子・情

報分野の幅広い基礎知識と先端専門知識を習得させるとともに、

これらの知識を活かして先導的・創造的研究を遂行できる能力を

持った視野の広い技術者・研究者を育成する。 

(2) 機械・材料工学科においては、機械工学と材料工学の専門分野を

融合した教育体系により次世代のニーズに対応できる幅広い知

識を修得させるとともに、課題を発見し解決していく能力を備え、

環境にも配慮したものづくりができる豊かな感性と柔軟な思考

力を持った技術者・研究者を育成する。 

 (3) 応用化学工学科においては、生命、情報、医療、医薬、宇宙、エ

ネルギーなどすべての分野に関わる化学物質、およびそれらの化学

工学プロセスにおける、広範な“化学”に関する基礎・専門知識を

習熟させ、創造性・独創性・国際性豊かな総合的で柔軟な思考力を

有した技術者・研究者を育成する。  
 

 （学科及びコース） 

第４条 学則第２条第２項の規定による各学科には次のコースを置く。 



学科名 コース名 

 電気電子情報工学科 
 電気工学コース 

 電子情報工学コース 

 機械・材料工学科 
 機械工学コース 

 材料工学コース 

 応用化学工学科 
 応用化学コース 

 化学工学コース 

 

 （授業科目） 

第５条 授業科目は、全学共通科目、専門基礎科目、専門教育科目及び

教職課程科目とする。 

 

 （全学共通科目） 

第６条 全学共通科目に係る授業科目、単位数及びその他履修に関する

事項は、別表第１に定めるところによる。 

 

 （専門基礎科目及び専門教育科目） 

第７条 専門基礎科目及び専門教育科目に係る授業科目、単位数及びそ

の他履修に関する事項は、別表第２に定めるところによる。 

 

 （教職課程科目） 

第８条 教職課程科目に係る授業科目、単位数及びその他履修に関する

事項は、別表第３に定めるところによる。 

 

第９条 削除 

 

 (単位の計算) 

第10条 学則第11条第１項第１号及び第２号の規定による専門基礎科

目、専門教育科目及び教職課程科目の単位の計算については、次の基

準のとおりとする。 

(1) 講義については、15時間の授業をもって1単位とする。 

(2) 外国語及び演習については、15時間から30時間の授業をもって1

単位とする。 

(3) 実験、製図及び実習については、30時間から45時間の授業をもっ

て1単位とする。ただし、教育実習及び介護等体験については別

に定める。 

(4) 卒業研究は、1年間の学修をもって6単位とする。 

２ 学則第 11 条第１項の規定により、一の授業科目を講義、演習、実

験、製図又は実習のうち二以上の方法の併用により行う場合について

は、その組合せに応じ、前項に規定する基準を考慮した時間数をもっ

て１単位とする。 

 



 （履修方法） 

第11条 学生は、履修しようとする授業科目については、毎学年の所定

の期日までに履修登録を行わなければならない。 

２ 履修の届出を行うことのできる単位数は、原則として前期26単位以

内、後期26単位以内、年間50単位以内とする。 

ただし、卒業所要単位に算入されない授業科目（教職課程科目及び

副専攻科目等のうち指定された科目）は、この単位数に含まない。 

 

 （他学部又は他学科の授業科目の履修） 

第 12 条 学生は、他学部又は他学科の授業科目を履修しようとすると

きは、他学部授業科目履修許可願又は他学科授業科目履修許可願を所

定の期日までに学務所管課に提出し、学部長の許可を得なければなら

ない。 

２ 学部長は、前項の規定により、他学部の授業科目の履修に係る許可

をする場合にあっては、関係学部長に協議しなければならない。 

３ 第１項の規定により履修した授業科目のうち、学部長が相当と認

めるものについては、教授会の意見を聴いた上で、卒業所要単位数に

算入することができる。 

 

 （大学院工学研究科の授業科目の履修） 

第 13 条  学生は、本学大学院工学研究科所定の博士前期課程授業科目

（工学研究科規程第８条に定める別表１の授業科目の内○印を付した

科目）を履修しようとするときは、別表第２に定める卒業研究履修許

可の条件を満たしていなければならない。なお、履修科目数は３科目

を上限とする。 

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、卒業

所要単位数に算入することができない。 

 

 （入学前の既修得単位の認定） 

第 14 条 学生は、学則第 15 条第１項の規定による既修得単位の認定を

受けようとするときは、既修得単位認定願を所定の期日までに学務所

管課に提出しなければならない。 

２ 学部長は、前項の規定について、教授会の意見を聴いた上で、単位

を認定することができる。 

３ 前２項の規定により認定された単位数は、別表第１及び別表第２に

定める卒業所要単位数に算入することができる。 

 

（他大学等における修得単位の認定） 

第 14 条の２ 学部長は、学則第 14 条及び兵庫県立大学他大学等におけ

る授業科目の履修規程に基づき認定した単位数を、教授会の意見を聴い

た上で、卒業所要単位に算入することができる。 

 

 （編入学の入学資格） 



第 15 条 学則第 19 条第２項に規定する編入学を希望する者に係る入

学資格は、次の各号のいずれかに該当することとする。 

(1) 短期大学の理工系学科を卒業した者であること 

(2) 高等専門学校を卒業した者であること 

(3) 高等学校等の専攻科を卒業した者であること 

(4) 大学の理工系学部・学科を卒業した者であること 

(5) 大学の理工系学部・学科を退学した者であること 

ただし、２年以上在学し、62単位以上を修得した者に限る。 

(6) 外国において学校教育 14 年の課程を修了した者であること 

 

（編入学者の在学すべき年数） 

第 16 条 学則第 23 条第１項に規定する編入学により入学した者の在

学すべき年数は、教授会の意見を聴いた上で、学部長が決定する。 

 

第 17 条 削除 

 

（転学） 

第 18 条 学生は、学則第 24 条第１項の規定する他の大学への転学を

希望するときは、転学許可願を所定の期日までに学務所管課に提出し、

学部長の許可を得なければならない。 

２ 学生は、学則第 24 条第２項に規定する本学部への転学を希望する

ときは、転学許可願を、所定の期日までに学務所管課に提出し、学部

長の許可を得なければならない。 

３ 学部長は、前２項の規定について、教授会の意見を聴いた上で、相

当年次に転学を許可することができる。 

  

（転学部） 

第 19 条 学生は、学則第 25 条の規定にする転学部を希望するときは、

転学部許可願を所定の期日までに学務所管課に提出し、学部長の許

可を得なければならない。 

２ 学部長は、前項の規定について、所属学部と志望学部の教授会の意

見を聴いた上で、転学部を許可することができる。 

 

 （転学部の出願資格，受入年次及び既修得単位の扱い） 

第 20 条 本学部に転学部することができる者は、次に該当するもので

なければならない。本学に２年以上在学し、62 単位以上を修得して

いること。 

２ 転学部の受入年次については、教授会の意見を聴いた上で、学部長

が決定する。 

３ 学部長は、転学部を許可された者の既修得単位について、教授会の

意見を聴いた上で、本学部で修得したものとみなすことができる。 

 

 （転学科） 



第 21 条 学生は、学則第 26 条に規定する転学科を希望するときは、

転学科許可願を所定の期日までに学務所管課に提出し、学部長の許可

をえなければならない。 

２ 学部長は、他学科への転学科を希望する者があるときは、志望学科

で選考のうえ、教授会の意見を聴いた上で、許可することができる。 

 

（転学科の出願資格，受入年次及び既修得単位の扱い） 

第 22 条 転学科することができる者は、次に該当するものでなければ

ならない。 

本学部に２年以上在学し、62 単位以上を修得していること。 

２ 受入年次は、教授会の意見を聴いた上で、学部長が決定する。 

３ 学部長は、転学科を許可された者の既修得単位については、教授会

の意見を聴いた上で、本学部で修得したものとみなすことができる。 

 

 （試験） 

第 23 条 授業科目の評価は、学則第 12 条に基づき、原則として試験に

より行う。ただし、学部長が試験以外の方法が適当と認める場合には、

他の方法をもって行うことができる。 

２ 学生は、履修した授業科目でなければ試験を受けることができない。 

３ 卒業研究の審査は、論文等で行う。 

 

 （成績） 

第 24 条 授業の成績は、試験の結果及び日常の学習状況を総合して、次

の基準により評価する。 

 (1) 成績は 100 点満点とし、60 点以上をもって合格とする。 

 (2) 合格した科目には所定の単位を与える。 

 (3) 合格した科目の成績は、Ｓ、Ａ、Ｂ及びＣの評語をもって表し、

その区分及び評価の基準は次のとおりとする。 
評語 区分 評価の基準 

Ｓ 90 点以上 評価目標を十分に達成できている非常に優れた成績 

Ａ 80 点以上 90 点未満 到達目標を十分に達成できている優れた成績 

Ｂ 70 点以上 80 点未満 到達目標を達成できている成績 

Ｃ 60 点以上 70 点未満 到達目標を最低限達成できている成績 

２ 合格した科目については、再評価しない。 

３ 休学期間中に開講されている科目については、その単位を認めない。 

４ 卒業研究の評価は、合格又は不合格をもって表す。 

５ 英語海外研修、中国語海外研修の評価は、合格又は不合格をもっ

て表す。 

６ 単位互換、他大学及び高等専門学校の評価は、認定をもって表す。 

 

  （再履修及び再受験科目） 

第 25 条 試験に合格しなかった者又は試験を受けなかった者が翌年度

以降において、その授業科目につき単位を取得しようとするときは、



再履修しなければならない。ただし、学部長は、授業科目によって翌

年度にその試験を受け、それに合格することによって当該科目の単位

を認めることができる。 

２ 前項のただし書きに規定する授業科目は、毎年度の初めにこれを示

すものとする。 

 

 （コース配属許可及び卒業研究履修に係る条件） 

第 26 条 第４条に定める所属学科のコースに配属されるためには、学

部に１年以上在学し、別表第２に定める２年次コース配属許可の条件

を満たさなければならない。ただし、前記条件にかかわらず、教授会

の意見を聴いたうえで、学部長が適格と判断した場合はコース配属を

許可する。 

２ 卒業研究を履修する者は、前項の条件を満たし、別表第２に定める

卒業研究履修許可の条件を満たさなければならない。 

３ 編入学を許可された者は、入学以前における大学又は大学に相当す

る課程の在学期間を第１項の期間に算入することができる。 

 

 （卒業） 

第 27 条 学生は、卒業するためには、別表第２に定める卒業所要単位数

以上を修得しなければならない。 

 

 （教育職員免許状授与の所要資格の取得） 

第 28 条 教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）による免許状を取

得しようとする者は、同法及び教育職員免許法施行規則（昭和 29 年文

部省令第 26 号）に基づき、学則第 28 条に規定するもののほか、第８

条に定める教職課程科目の単位を修得しなければならない。 

２ 本学部において取得できる免許状の種類及び教科は次のとおりと

する。 

学科 免許状の種類 免許教科 

電気電子情報工学科 

機械・材料工学科 

中学校教諭  一種免許状 数学 

高等学校教諭 一種免許状 数学、工業 

応用化学工学科 
中学校教諭  一種免許状 理科 

高等学校教諭 一種免許状 理科、工業 

 

第 29 条 削除 

 

第 30 条 削除 

 

 （履修方法に関する学部規程への委任） 

第 31 条 この規程に定めるもののほか、履修方法については、工学部履

修規程の定めるところによる。 

 



 

  附 則（平成 27 年２月 18 日一部改正） 

１ この規程は、平成 27 年４月１日から施行する。 

２ 平成 27 年３月 31 日現在、工学部に在学中の者（以下この項におい

て「在学者」という。）及び平成 27 年４月１日以後において在学者の

属する年次に編入学、再入学又は転学する者については、なお従前の

例による。 

 

附 則（平成 27 年３月 18 日一部改正） 

１ この規程は、平成 27 年４月１日から施行する。 

２ 第 20 条において、平成 26 年度以前に指定され修得した科目の単位

は、他専攻科目であっても当該専攻の選択科目の単位として認める。 

 

  附則（平成 30 年３月 14 日改正） 

１ この規程は、平成 30 年４月１日から施行する。平成 29 年度以前の

入学者については、従前の定めるところによる。 

 

  附則（平成 30 年９月 19 日改正） 

１ この規程は、平成 30 年 10 月１日から施行する。平成 29 年度以前

の入学者については、従前の定めるところによる。 

 

  附則（平成 31 年３月 15 日改正） 

１ この規程は、平成 31 年４月１日から施行する。平成 30 年度以前の

入学者については、従前の定めるところによる。 

 

  附則（令和２年３月 16 日改正） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。平成 31 年度以前の入

学者については、従前の定めるところによる。 

 

  附則（令和３年３月 17 日改正） 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。令和２年度以前の入

学者については、従前の定めるところによる。 

 

  附則（令和３年３月 31 日改正） 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。令和２年度以前の入

学者については、従前の定めるところによる。 

 

附 則（令和４年３月16日改正）  
１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。令和３年度以前の入

学者については、別表第１を除き、従前の定めるところによる。  
また、第 14 条の２の規定については、令和４年４月１日に在籍する

学生に適用するものとする。  
 



附 則（令和５年３月15日改正）  
１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。令和４年度以前の入

学者については、別表第１を除き、従前の定めるところによる。  
 

附 則(令和６年３月19日改正) 

１ この規程は、令和６年４月１日から施行する。令和５年度以前の入

学者については、別表第１を除き、従前の定めるところによる。 

 また、第 10 条、第 10 条の２の規定については、令和６年４月１日に

在籍する学生に適用するものとする。 

 

附 則(令和７年３月19日改正) 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。令和６年度以前の入

学者については、別表第１を除き、従前の定めるところによる。 

第24条については令和６年４月１日に遡って適用する。 





















 
 





工業　　高一種免
免許法施行規則に 免許法施行規則に
定める科目区分 授 業 科 目 単位数 定める科目区分 授 業 科 目 単位数

代数学 〇代数学Ⅰ 2 ○機械・材料工学概論 2

〇代数学Ⅱ 2 ○化学工学概論Ⅰ 2

幾何学 〇幾何学 2 ○力学Ⅰ 2

〇解析学Ⅰ 2 　力学Ⅱ 2

〇解析学Ⅱ 2 〇振動・波動論 2

　応用解析学Ⅰ 2 ○工学倫理 2

　応用解析学Ⅱ 2 ○材料力学Ⅰ 2

　複素解析学 2 　流体力学Ⅰ 2

　数値解析 2 ○熱力学Ⅰ 2

「確率論、統計学」 〇確率・統計 2 ○機械工作実習 1

○制御工学Ⅰ 2 　機械・材料工学実験 1

　制御工学Ⅱ 2 ○機械設計製図Ⅰ 2

　計算材料学 2 　機械設計製図Ⅱ 2

　プレゼンテーション演習 1 　基礎化学Ⅰ 2

　創造設計演習Ⅱ 3 　基礎化学Ⅱ 2

○プログラミング演習 1 ○電磁気学 2
〇数学科指導法Ⅰ 2 　現代物理学 2
〇数学科指導法Ⅱ 2 　材料強度学 2
●数学科指導法Ⅲ 2 　材料力学Ⅱ 2
●数学科指導法Ⅳ 2 　流体力学Ⅱ 2

　熱力学Ⅱ 2
○印は、免許状を取得する場合の必修科目 　機械力学Ⅰ 2
●印は、中一種免のみ必修 　物理化学Ⅰ 2

　機械力学Ⅱ 2

　 　機械設計Ⅰ 2

　Ｘ線回折学 2

　機械設計Ⅱ 2

　機械加工学 2

　結晶塑性学 2

○電気電子工学概論 2

　力学Ⅰ演習 1

　力学Ⅱ演習 1

　機械設計演習 1

　伝熱工学 2

　材料組織工学 2

　メカトロニクス 2

　創造設計演習Ⅰ 3

　物性物理Ⅰ 2

　物性物理Ⅱ 2

〇基礎材料工学Ⅰ 2

　基礎材料工学Ⅱ 2

　基礎材料工学Ⅲ 2

〇鉄鋼材料学 2

　材料工学実験Ⅰ 2

　材料工学実験Ⅱ 2

　材料工学実験Ⅲ 2

　非鉄金属材料学 2

　物性物理Ⅲ 2

　物理化学Ⅲ 2

　量子磁性材料 2

　半導体工学 2

　物理化学Ⅱ 2

　電気化学 2

　放射光科学 2

職業指導 ○職業指導 4

〇工業科指導法Ⅰ 2

〇工業科指導法Ⅱ 2

○印は、免許状を取得する場合の必修科目

各教科の指導法（情
報機器及び教材の
活用を含む。）

※ 注 数学科指導法の単位を理科、理科指導法の単位を数学の単位として算入することはできない。
※ 注 工業の免許を取得する場合、当分の間「教科の指導法に関する科目」、「教育の基礎的理解に関する科目」「道徳、総
合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」、「教育実践に関する科目」の全部または一部を「教
科に関する科目」の修得をもって替えることができる。但し、工業科指導法はなるべく取得する方が望ましい。

機械・材料工学科（令和７年度入学生）
いずれの免許を取得する場合も各科目区分から１単位以上を修得すること。

数学　　中一種免　高一種免　  　  　　　
左記に対応する開設授業科目 左記に対応する開設授業科目

工業の関係科目

解析学

コンピュータ

各教科の指導法（情報機
器及び教材の活用を含

む。）





３ 教育の基礎的理解に関する科目 

必修 中一種免１０単位 高一種免１０単位 

免許法施行規則に定める 
科目区分等 

左記に対応する開設授業科目 備考 

各科目に含める必要事項 
最低必要
単位数 

   授業科目 

単位数 開
講
学
年 

 
中一種免 高一種免 
必
修 

選
択 

必
修 

選
択 

・教育の理念並びに教育に関す
る歴史及び思想 

１０ 

教育原論 ２ 
 
 

２ 
 
 

２ R5年度以前入学生 

１ R6年度以降入学生 

・教職の意義及び教員の役割・
職務内容（チーム学校運営へ
の対応を含む。） 

教職論 ２  ２  １  

・教育に関する社会的、制度的
又は経営的事項（学校と地域
との連携及び学校安全への対
応を含む。） 

教育制度論 ２  ２  ２  

・幼児、児童及び生徒の心身の
発達及び学習の過程 

教育心理学 ２  ２  ２  

・特別の支援を必要とする幼
児、児童及び生徒に対する理
解 

特別支援教育論 １  １  ２  

・教育課程の意義及び編成の方
法（カリキュラム・マネジメ
ントを含む） 

教育課程論 １  １  ２  

 
 
４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目 

必修 中一種免１０単位 高一種免８単位 

免許法施行規則に定める 
科目区分等 

左記に対応する開設授業科目 備考 

各科目に含める必要事項 
最低必要
単位数 

授業科目 

単位数 開
講
学
年 

 
中一種免 高一種免 

必修 選択 必修 選択 

・道徳の理論及び指導法 

中１０ 
 

高 ８ 
 

 

道徳教育論 ２   
２
※ 

２ 
中一種免必修 

※（R6 年度以前
入学生） 

・総合的な学習の時間の指導法 総合的な学習の
指導法 

１  １  ２  

・特別活動の指導法 特別活動論 １  １  ２  

【～R3 年度】 
・教育の方法及び技術（情報機
器及び教材の活用を含む。） 

【R4 年度～】 
・教育の方法及び技術（情報通
信技術を活用した教育の理論
及び方法含む。） 

教育方法・技術
論 

２  ２  ２ 

R2年度以前入学生 

教育方法・情報
通信技術活用論 

R3年度以降入学生 
※R3年度入学生は
科目名「教育方法・
技術論」 

・生徒指導の理論及び方法 
・進路指導及びキャリア教育の
理論及び方法 

生徒指導論 ２  ２  ３  

・教育相談（カウンセリングに
関する基礎的な知識を含む。）
の理論及び方法 

教育相談 ２  ２  ２  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

５ 教育実践に関する科目 
必修 中一種免７単位 高一種免５単位 

免許法施行規則に定める 
科目区分等 

左記に対応する開設授業科目 備考 

各科目に含める必要事項 
最低必要
単位数 

   授業科目 

単位数 開
講
学
年 

 
中一種免 高一種免 
必
修 

選
択 

必
修 

選
択 

・教育実習（学校インターンシッ
プ（学校体験活動）を１単位ま
で含むことができる。） 

中 ５ 
高 ３ 

教育実習Ⅰ 
教育実習Ⅱ 

― 
５ 

― 
 

３ 
― 

 
― 

４ 
４ 

中高両方の免許
を取得する場合
は教育実習Ⅱを
必修とする 

・教職実践演習 
２ 

教職実践演習 
（中・高） 

２  ２  ４  

（注）「教職実践演習」は、教育実習修了後の４回生以上の学生を対象とする。 
 
 

６ 大学が独自に設定する科目 
必修 中一種免４単位 高一種免１２単位 

授 業 科 目 単 位 数 開講学年 備   考 

介護等体験 

 

２ 

  

３ 中一種免のみ必修 

（高一種免の単位としては認めない） 

（事前・事後指導を含む。） 

教育実践体験 ２ ２ R5 年度以降入学生対象 

道徳教育論 ２ ２ 高一種免のみ 

（R7 年度以降入学生対象） 

（中一種免は「道徳、総合的な学習の

時間等の指導法及び生徒指導、教育相

談等に関する科目」として算入） 

（注）最低必要単位数を越えて修得した「教科及び教科の指導法に関する科目」、「教育の基礎的理解に関する科目」、 

「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」、「教育実践に関する科目」の 

単位を、当該科目の単位に算入することができる。（高一種免における介護等体験を除く） 

 

７ 教育職員免許法施行規則第 66 条の６に定める科目 

必修８単位 

免許法施行規則に定める科目及び単位数 左記に対応する開設授業科目 備 考 

科    目 単位数 授 業 科 目 単位数  

日本国憲法 ２ 日本国憲法 ２  

体育 ２ 
健康・ｽﾎﾟｰﾂ科学演習 1 

健康・ｽﾎﾟｰﾂ科学演習 2 

１ 

１ 

 

外国語コミュニケーション ２ 

Reading and Discussion 1 

Reading and Discussion 2 

Listening and Speaking 1 

Listening and Speaking 2 

Writing 1 

Writing 2 

TOEIC 総合 1 

TOEIC 総合 2 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

1 

1 

 

 

 

 

 

 

 

(R6 年度以前入学生) 

情報機器の操作又は数理、データ

活用及び人工知能に関する科目 
２ 情報処理基礎 ２ 

 

 


